法定相続分課税方式の堅持を by 今村 修 et al.
１ ｢平成21年度の税制改正に関する答申 (平成20年11月 税制調査会)｣ (以下 ｢21年度
答申｣ という｡) の 『二 平成21年度の税制改正 １. 相続税』 に次の文章がある(１)｡
｢(略) 次に, 現行の課税方式 (遺産取得課税を前提に相続税の総額を遺産総額と法定
相続人数等により計算する方式) については, ①同じ額の財産を取得しても税額が異なる




ること, といった問題点に留意する必要がある｡ 課税方式のあり方については, このよう
な現行方式の問題点を踏まえて検討する必要があると指摘した｡ (略)｣
現行の課税方式 (以下本稿では, ｢法定相続分課税方式｣ という｡) は, ①～③の問題点
があるので, これを検討する必要があるというのである｡ ここで想定されている検討対象









この指摘は, 被相続人を異にする二つの相続 (例えば, 甲を被相続人とする相続と乙を








 同じ趣旨の文章が ｢抜本的な税制改革に向けた基本的な考え方 (平成19年11月 税制調査会)｣ にもある｡






等の税額が増えるという指摘であるが, これは議論が逆さまである｡ 即ち, 他の共同相続
人の税額が増えた状態こそ正しい課税状態であって, 税務調査によって発見される前は誤っ
た課税状態であったものが, 税務調査によって発見されて正しい課税状態に戻っただけで
ある｡ 従って, この指摘が, その正しい課税状態自体に問題があると言っているのであれ
ば全くの的外れであるといえる｡ (また, 法令に従ったあるべき正しい状態に戻ることに
・・
も, 何ら問題はない｡) 即ち, この指摘は ｢一人の相続人等の漏れにより, 他の共同相続
人等にも追徴税額が発生する｣ という事態を述べているだけであると理解すればよいので
ある｡ (これ自体法定相続分課税方式を ｢一人の相続人等の漏れ｣ が発生したというこの
ような視点から (又は局面で) その一現象を描いているに過ぎない｡ そして, この現象自
体には, 先述したように問題ない｡) これも単純に法定相続分課税方式を支持するか否か


















税負担をも軽減する効果のある軽減措置) を講じることができるからである｡ 従って, こ





次男が居住しなかったとするケースを考えてみる｡ 長男は ｢特定居住用宅地等｣ を取得し,
居住した (居住即ち帰属所得というメリットを得ることができる) 上に相続税が軽減され
― ―2
るのに対して, 次男は ｢特定居住用宅地等｣ を取得したが居住していないのに加えて, 軽
減されないというのでは不公平が生じる｡ これをどういうように考えればいいのだろうか｡
そもそも次男には, 自分は居住しないのであるから長男ほどこれを取得するメリットはな











度｣ は, 軽減対象の農地等又は取引相場のない株式等を取得しない相続人も, これにより
相続税の総額が減額されることを通じて間接的にその相続人の税額も軽減されることにな






 なぜ, 同じ額の財産を取得しても税額が異なる可能性がある (財産取得者の水平的
公平が損なわれる) というようなことが生じるかを考えてみる｡ そして, その原因を
考えその改善策を提示する｡
法定相続分課税方式は, 法定相続人の構成と遺産総額によって相続税の総額が決まる仕
組みである｡ これを break down すれば, １) 同じ額の財産を取得しても, たとえ遺産





１) の同じ額の財産を取得しても, たとえ遺産総額が同じであっても, 税額が多くなる
のは, その相続人が法定相続分よりも過少に財産を取得したがために生じたものというこ
とができる(２)｡ (逆に言えば, 法定相続分に従って財産を取得しておけば, もともと同じ
額の財産の取得という事態は生じていない｡) 遺産取得主義課税の下での税率よりも, 高
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のということができる｡ この場合には, 当然, 法定相続分に適用される税率の方が低く,
この低い税率を法定相続分よりも過大な部分に適用できるからである｡ 損をする者もいれ






取得したからである｡ そうであるなら, 過少であることにこの問題の焦点を定め, ここを
是正すればよい｡ 一つの試案は, 相続税の総額は変えずに, 相続人の間で調整するという












算出し, これら各相続税額を合計する (｢相続税の総額｣ と呼称している)｡ (相続税法第
16条) この相続税の総額を, 実際に取得した財産額に応じて按分して各相続人等の相続税
額を算出する方法である｡ (相続税法第17条) 計算のプロセスとしては, 分割のやり方如
何によって相続税の総額が変わらず, これが固定的であることがポイントであって, これ
により遺産取得主義の主要な demerit を克服しようというものである｡ (もっとも, 次の
プロセスの納付税額の計算レベルになると, 相続税の加算 (相続税法第18条), 配偶者に
対する税額軽減 (相続税法第19条の２) 等の措置が講じられているので分割のやり方如何
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である｡ また, 過少に取得すれば, 本来軽減されていたものが他の相続人に課税され
るからである｡ (また, その他の相続人は法定相続分により分割された場合よりも高








この考え方は相続税法の幾つかの規定にもみることができる｡ 例えば, 連帯納付 (相
続税法第34条), 未成年者控除枠の扶養義務者への流用 (相続税法第19条の３), 障害
者控除枠の扶養義務者への流用 (相続税法第第19条の４)(３)等である｡ このように,
法定相続分課税方式は, それなりに concept が一貫しており, 相続税法全体として整
合的であるといえる｡
③異なる相続 (被相続人が甲の場合の相続税と, 被相続人が乙の場合の相続税) の下で
｢同じ額の財産を取得しても税額が異なる｣ という問題点の指摘が21年度答申にも行
われているが, この指摘に対してはこれを認めざるを得ない｡ しかしながら, 相続税







得, 所得控除制度等を設けているように, 相続税法においても, 納税義務者の個人的
事情を考慮して非課税財産, 税額減算, 税額加算等を設けている｡ 相続税の場合, こ




























投下するだけの performance があるからである(６)｡ 税額の軽減という共通の目的 (利益)
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 『租税法 第十四版』 金子宏著 2009年 弘文堂を参考にした｡





族会社の取引と同じように, 税額の軽減という共通の目的 (利益) を有する者の間の取引











 節税の機会 (誘因) のある税制は, 誘因税制ならともかく, そもそもいい税制とはいい難い｡ ‥取得課税主
義には, 本質的に, 仮装分割の誘因が込められているのではないか｡ 角を矯めて牛を殺すことにならないか｡
そういうことが分かっていながらこれを導入するということは, これに対する対応策を用意するか, はたま
たこれを超える merit がなければならない｡ ここでは言うまでもなく, 執行を含めての公平・中立・簡素等
の租税原則の実現が望まれているのである｡
 同族会社の節税は, 非同族会社にも等しく適用される法人税法等の規定を巡ってのものである｡ が, 相続税




｢平成21年度の税制改正に関する答申 (平成20年11月 税制調査会)｣ (以下 ｢21年度答
申｣ という｡) の 『二 平成21年度の税制改正 １. 相続税』 に次の文章がある｡
｢(略) 次に, 現行の課税方式 (遺産取得課税を前提に相続税の総額を遺産総額と法定
相続人数等により計算する方式) については, ①同じ額の財産を取得しても税額が異なる




ること, といった問題点に留意する必要がある｡ 課税方式のあり方については, このよう
な現行方式の問題点を踏まえて検討する必要があると指摘した｡ (略)｣
現行の課税方式 (以下本稿では, ｢法定相続分課税方式｣ という｡) は, ①～③の問題点
があるので, これを検討する必要があるというのである｡ ここで想定されている検討対象
の他の (｢法定相続分課税方式｣ 以外の) 課税方式は, 遺産取得課税方式であることは異
論のないところであろう｡
本稿では, 法定相続分課税方式堅持の立場から, 21年度答申で指摘された問題点につい
て整理・確認し, 法定相続分課税方式の枠内でこれら問題点を克服できないかを検討する
とともに, 法定相続分課税方式の堅持を主張しようとするものである｡
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